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概 要
更新によってデータベースに生じた構造劣化を除去

し，性能を改善するデータベース再編成は，データベー
スの性能管理に不可欠な機能である．本論文では，一
般にデータベース再編成はその処理がデータインテン
シブであり，DBMSで実行される問合せ処理などの高
レベル処理とは本来的に分離が可能であるという特性
に着目し，データベースの構造劣化の管理をストレー
ジに移管することの有益性を議論する．著者らの開発
した自己再編成ストレージシステムと称する自律的な
データベース再編成機能を有する高機能ディスクスト
レージの試作機を示し，その高度化手法に関して考察
する．

1 はじめに
巨大ストレージシステムの登場とそれによるストレー

ジコンソリデーションの進展によって [1,2]，サーバと
ストレージの間には，新たな機能分割の可能性が与え
られるようになった．即ち，従来型の ITシステムで
は，全てのソフトウェアは原則的にサーバのプロセッ
サ上で実行されていたのに対し，今日の ITシステムに
おいては，ソフトウェアの一部をストレージシステム
のプロセッサ上で実行することにより，サーバとスト
レージが役割分担を行うことが現実的となりつつある．
このような新しい機能分割を検討することは，データ
管理を担うシステムアーキテクチャの重要な研究課題
である．
サーバとストレージの間の機能分割に関する学術的

な研究として，著者らは，データベースの構造劣化の
管理をストレージに移管することの有益性を議論して
きた [4]．構造劣化とは，データベースの更新によって
生じた格納構造の変化が問合せ処理性能を低下させる
現象であり，当該劣化現象の管理はデータベースシス
テムにおける性能管理上，本質的な課題である．データ
ベース管理者はデータベースの構造劣化の具合を把握
し，必要に応じてデータベースの再編成を行うことに
より，データベースの性能を維持する役目を負ってい
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る．しかし，一般に，このような構造劣化の管理は容易
な業務ではなく，しばしばデータベース管理者の悩み
の種と称される．データベース再編成は極めてデータ
インテンシブな処理である特色を有する一方，DBMS
で実行される問合せ処理やトランザクション処理など
の高レベル処理とは本来的に分離が可能である．デー
タベース再編成を自律的にストレージシステム内で実
行できるようにすることにより，再編成の効率的な実
行が実現され，方やデータベースサーバはもはや構造
劣化を意識する必要はなくなり，システム全体で管理
業務が大幅に軽減されることが期待される．ストレー
ジレベルの実装は新しく有力なアプローチといえる．
本論文では，著者らが開発してきた自己再編成スト

レージシステムと称する自律的なデータベース再編成
を可能とする高機能ストレージシステムについて，そ
の高度化を議論する．即ち，当該システムにおいて，よ
り高い再編成スループットを達成することを目的とし
て，再編成処理を複数の演算ノードである制御モジュー
ルに分散させる並列再編成機構を議論し，試作機を用
いた性能評価を示す．

2 データベース再編成処理の並列化
論文 [4]では，システムアーキテクチャとして対象

型マルチプロセッサ (SMP) 方式を採用してきた．即
ち，同一バス上にプロセッサとメモリを配置し，全て
のプロセッサからバス上のメモリ及びディスク等のデ
バイスが対称にアクセス可能であった．しかし，この
ような SMPアーキテクチャにおいては，再編成に代
表されるデータインテンシブな処理において，十分な
ディスクアクセスの並列度を得ようとする場合，バス
性能及びプロセッサ演算能力が飽和する可能性がある．
SMPアーキテクチャにおいて，バス帯域を拡張し，プ
ロセッサ数を増加させることは，価格性能比の面から
も有効でない．このため，当該ストレージシステムに
おける再編成の更なる高スループット化を目指す上で，
障害となる可能性がある．
本論文では，図 1に示すように，自己再編成ストレー

ジの内部において，複数の制御モジュールに渡って再
編成プロセスを分散させる再編成の並列化方式を示す．
再編成処理を複数の制御モジュールに分散可能とする
ことにより，バス帯域及びプロセッサ演算能力の拡張
が可能となり，更なる再編成の高スループット化が期
待される．ここに，制御モジュールはプロセッサに加
えて，ローカルメモリとしての主記憶を有する．ディ
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図 1: システムアーキテクチャ．

スクストレージ内で複数のモジュールに処理を分散さ
せる内部分散化アーキテクチャは，既に商用ストレー
ジシステムにおいても採用されており，本方式は産業
上も，実現可能なものと考えられる．

3 試作機による性能評価
著者らは，自己再編成ストレージの試作機において，

再編成処理を複数の制御モジュールを用いて実行する改
造を行った．紙面の制約の都合上，詳細は別稿に譲る．
また，当該並列再編成処理の有効性を検証するために，
商用DBMSであるHiRDB [3]上で代表的なデータベー
スベンチマークである TPC-Hをアプリケーションと
して用い，データベース再編成の性能測定を行なった．

TPC-Hにおけるスケールファクタを 16とした初期
データに対して，RF1及びRF2による更新を 10回行っ
たものを対象に，目標充填率を 100%としたデータベー
ス再編成を実施し，ボリュームを構成するディスク台
数を 1から 48まで変化させ，データベース再編成の実
行時間，IOスループットを測定した．この際，再編成
ソフトウェアが稼働する制御モジュールの台数を 1か
ら 4まで変化させて計測した．ボリューム内のディス
クは常に等しい数で制御モジュールに割り当てられる
ものとした．
ボリューム内でデータベース再編成を実施した場合

の計測結果を図 2に示す．ディスクの台数が 6台以下
の場合，ノード数に関係なく，同様の測定結果が得ら
れており，大きな相違はないと言える．1ノードの場
合は，ディスク数が 8より多い場合，スループットの
伸びが鈍化しており，これ以上の実行時間の改善は期
待できない．一方，4ノードの場合では，ディスク台
数が 9台以上に於いても実行時間，IOスループットが
改善しており，最大でディスク台数 24台までスケール
することができ，1160MB/sの IOスループットを達成
している．
本実験結果から，データデータベース再編成に於い

て複数の再編成モジュールに分散可能な再編成処理が
有効であることが分かる．
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図 2: ディスク並列度とデータベース再編成性能の関
係．(ボリューム内再編成)．

4 おわりに
本論文では，著者らの開発した自己再編成ストレー

ジシステムと称する自律的なデータベース再編成機能
を有する高機能ディスクストレージの高度化手法とし
て，複数ノードを用いた並列再編成手法に関して議論
し，試作機を用いた実験によりその有効性を示した．
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